






・大学公式ウェブサイト，学科ブログ（英米語学科など）

・報道関係者に告知：大学広報室を通して報道を依頼

・右京区広報誌（図 7）

ウェブサイト公開から約半年後に，「右京区まちづくり区民会議」に学生 2名，CEC職員 1名，

教員 1名が参加し，プロジェクトの内容を説明する発表を行った。「右京区まちづくり区民会議」

は，右京区で様々な活動を行う団体の交流の場として毎年行われているイベントで，この年はコ

ロナ禍のため，オンラインで開催された。
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図６ 「Ukyo Voices」ポスター・チラシ  

 

 
図７ 右京区広報誌（左：市民しんぶん右京区版; 右：右京じかん）

5. 参参加加学学生生対対象象事事後後調調査査のの結結果果かからら見見るる本本ププロロジジェェククトトのの教教育育効効果果 

  本プロジェクトに参加した学生15名に事後アンケートを行った結果，11名より回答を得た。 

選択式の「教育効果について」の質問は，「大変効果があった」「効果があった」「あまり効果がなかった」

「全く効果がなかった」の４段階の回答とした。「担当外なのでわからない」の選択肢も加えた。なお，「教育

効果とは，何かを知識や経験として学んだり，学習意欲が上がったりすること」との補足説明をつけた。以下の

表２にこの質問の結果を示す。結果として，「実践体験型 PBL」「学習成果物の発表」「日・英の記事の執筆」

のどの項目でも，ほとんどの学生が本プロジェクトに教育効果を感じていた。なお，「ウェブサイトで学習成果

図 6　「Ukyo Voices」ポスター・チラシ
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5. 参参加加学学生生対対象象事事後後調調査査のの結結果果かからら見見るる本本ププロロジジェェククトトのの教教育育効効果果 

  本プロジェクトに参加した学生15名に事後アンケートを行った結果，11名より回答を得た。 

選択式の「教育効果について」の質問は，「大変効果があった」「効果があった」「あまり効果がなかった」

「全く効果がなかった」の４段階の回答とした。「担当外なのでわからない」の選択肢も加えた。なお，「教育

効果とは，何かを知識や経験として学んだり，学習意欲が上がったりすること」との補足説明をつけた。以下の

表２にこの質問の結果を示す。結果として，「実践体験型 PBL」「学習成果物の発表」「日・英の記事の執筆」

のどの項目でも，ほとんどの学生が本プロジェクトに教育効果を感じていた。なお，「ウェブサイトで学習成果

図 7　右京区広報誌（左：市民しんぶん右京区版；右：右京じかん）
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5．参加学生対象事後調査の結果から見る本プロジェクトの教育効果

本プロジェクトに参加した学生15名に事後アンケートを行った結果，11名より回答を得た。

選択式の「教育効果について」の質問は，「大変効果があった」「効果があった」「あまり効果

がなかった」「全く効果がなかった」の 4段階の回答とした。「担当外なのでわからない」の選択

肢も加えた。なお，「教育効果とは，何かを知識や経験として学んだり，学習意欲が上がったり

すること」との補足説明をつけた。以下の表 2にこの質問の結果を示す。結果として，「実践体

験型PBL」「学習成果物の発表」「日・英の記事の執筆」のどの項目でも，ほとんどの学生が本プ

ロジェクトに教育効果を感じていた。なお，「ウェブサイトで学習成果を公表」「課外プロジェク

トへの参加」「産学官連携」など，全員を対象とする質問であっても自分を担当外と判断し，質

問の意味をよく理解していない学生がいたことを特記しておく。

「機械翻訳を使用した日英翻訳」については， 2回の翻訳セミナーの後，翻訳作業の前にアン

ケートを行っており，機械翻訳を使うことに「良くない」と回答した学生が 1名いた。この学生

は，「授業で禁止されていたので使ったことがない」と補足説明していた。事後アンケートでは，

「機械翻訳を使用した日英翻訳」を「大変効果があった」と答えており，機械翻訳を使うことの

可否を問う前に実際に体験することの意義を示唆した内容となった。

このほか，「今後，このようなプロジェクトがあれば参加したいですか（複数回答可）」の質問

表 2　本プロジェクトの教育効果について

項目 n* 効果があった**

人 人 ％

［実践体験型PBL］
課外プロジェクトへの参加
産学官連携
学外の人へのインタビュー
地域について知ること

［学習成果物の発表］
ウェブサイトで学習成果を公表
大学や学科のウェブサイトに掲載
右京区の新聞や情報誌に掲載
ポスター・チラシを作り宣伝
学外での発表

［日・英の記事の執筆］
インタビュー記事の執筆（日本語）
インタビュー記事の日英翻訳
機械翻訳を使用した日英翻訳
企業のセミナー（機械翻訳）

9
9
9
11

9
11
11
9
7

7
8
9
8

9
9
8
11

9
11
10
9
6

7
8
9
8

100
100
89

100

100
100
91

100
86

100
100
100
100

*「担当外なのでわからない」と回答した学生は含まない
**「大変効果があった」「効果があった」の合計
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には，36％の学生が「授業内でやりたい」，73％の学生が「課外活動としてやりたい」と答えた。

1名が「参加したくない」と答えた。授業内ではなく課外活動として同様のプロジェクトに参加

したいと答えた学生が多かったのは興味深い。有志で参加した学生であることも理由の一つであ

ろうが，インセンティブとして，単位より経験を重視する学生が多いことがわかる。

プロジェクトの感想として記述式の回答は，主に，協働学習，翻訳経験，学外の人々との交流

に関わるものであった。どれもほとんどの学生にとって初めての経験であり，単純に「いい経

験」という感想だけでなく，難しさや苦労も実感したことがうかがえる。以下に，回答例の抜粋

を示す。

［協働学習］

・ 「チームの一員として自分は何ができるのか，苦戦しながらも考えながら活動することが

できた」

・ 「オンライン上でメンバーたちと作業をする大変さと難しさを感じることが出来，貴重な

経験」

・「学部や年齢の異なる人たちと共に活動したり，（中略）良い経験になった」

・「チームの仲間や先生方に助けていただいて素晴らしいサイトが完成出来た」

［翻訳］

・「翻訳作業を通して英語力の未熟さに痛感しモチベーションを高めることができた」

・「英語でのアウトプットを勉強したりしたことが（中略）良い経験になった」

［学外との交流］

・「インタビューの面白さ，そして難しさを実感」

・「行政や学校とのやりとり（中略）自分達の意見が通りづらかった」

・「普段お会いできない方と会って，（中略）非常にいい経験」

・「普段関わることのない人と関わることができてよかった」

なお，本プロジェクトを特に高く評価した学生の中には，プロジェクト終了後に自主的に取材

先との交流を行った学生が 5名いる。 2名は，捨て猫を救助するNPOに友人と共にボランティ

アとして参加した。 2名は，日本語学校の学生とオンライン交流会を企画し実施した。そしてグ

ローバル観光学科の 1名は，自身のプロジェクトとして右京区京北地域の研究を行っている。ま

た，ウェブサイト作成を担当した学生の一人は，この後 ITへの関心を高め，ITパスポート（IT

に関する国家資格）を取得し，翌年 IT企業への就職を決めた。本プロジェクトの参加がきっか

けとなり，自身の関心に従い自主的に行動する学生が数名いたことは，本実践の大きな成果の一

つと言える。
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以上，本実践に対する参加学生の意識や事後行動から，本プロジェクトには様々な側面の教育

効果があることがわかった。この実践を実践体験型PBLの提案につなげるため，次のセクショ

ンでプロジェクトモデルを提示する。

6．実践体験型PBLモデルとしての「Ukyo Voices」プロジェクト

6.1　実践体験型PBL「Ukyo Voicesモデル」

本稿で実践報告した「Ukyo Voices」プロジェクトは，学生が学ぶ外国語を活用し地域の活性

化に貢献することを目的としたもので，その過程で，行政や企業の協力を得た産官学連携の取り

組みである。実際，学外あるいは授業外の人々と外国語を使って交流する教育活動は今までにも

多く行われており，特にコロナ禍をきっかけに，近年では海外の学生とつながるオンライン協働

学習「COIL（Collaborative Online International Learning）」の取り組みが急増している。日本の

学生が参加するCOILなどの協働学習は外国語でしか通じない相手との交流であることが多いが，

本プロジェクトは，母語を使った交流の内容を外国語で伝えるものであり，外国語の使用法も目

的も異なる。外国語の 4 技能は「読む」「書く」「話す」「聞く」であるが， 5 番目の技能を

「Translation（翻訳）」とする見方もあり（Naimushin, 2002; O’donnell, 2022），CEFR（ヨーロッ

パ言語共通参照枠）による 4つのコミュニケーション活動 3）にも「mediation（仲介）」つまり翻

訳・通訳が含まれている。本プロジェクトは，「書く」および「翻訳」の外国語活動を，読者に

「伝える」コミュニケーションを目的に行ったものである。

本プロジェクトの全体の流れを整理すると，「コミュニティ・エンゲージメント（コミュニ

ティの人々との交流）」→「書く・翻訳の言語活動」→「言語活動による成果物の発表」の 3段

階であり，これを実践体験型PBLの「Ukyo Voicesモデル」として，図 8に示す。

この「Ukyo Voicesモデル」のステークホルダーとして誰が参加するかにより，大学間交流

（大学・大学），地域連携（地域住民・大学），産学官連携（企業・大学・行政）といった様々な

形態に応用ができる。

実際に，翌年の2022年に，本プロジェクトに参加した教員により，「Ukyo Voices」プロジェク

トを応用した実践体験型PBLが 3例行われた。この事例を次のセクションで紹介する。
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図８ 実践体験型PBL「Ukyo Voicesモデル」 
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6.2 「「Ukyo Voices」」ププロロジジェェククトトをを応応用用ししたた実実践践体体験験型型PBLのの実実践践例例 

6.2.1 YGRP（（Young Global Researchers’ Project）） 

  「Ukyo Voices」プロジェクトに参加した英語ネイティブスピーカーの教員２名による課外プロジェクトで，マ

レーシア，インドネシア，フィリピン，タイ，日本（本学）の５大学から，各大学５ペア 10 名の学生が参加し

た。「Changemakers in the community」をテーマに，「poverty」「family & child」「environment」「disability」「gender」

「community volunteering」のいずれかの活動をする各地域の NPO を訪問し，インタビューを実施した。翻訳の

工程は含まれておらず，記事の執筆は英語のみで行われた。成果としてウェブサイト（https://kyotogaidai.org/ygrp/）

と冊子を作成した。本学の国際貢献学共同研究の助成を受けている。 

 

6.2.2 Ukyo Voices 2022 

 「Ukyo Voices」プロジェクトと同じ内容のプロジェクトを翻訳をテーマとするゼミで行い，15 名の英語を専

攻する３年次生が参加した。「2022 右京区まちづくり支援制度」に採択され，助成を受けたプロジェクトであ

る。参加した学生は右京区内の美術館やNPO など，10 の個人や団体にインタビューをし，日英のインタビュー

図 8　実践体験型PBL「Ukyo Voicesモデル」
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6.2　「Ukyo Voices」プロジェクトを応用した実践体験型PBLの実践例

6.2.1　YGRP（Young Global Researchers’ Project）

「Ukyo Voices」プロジェクトに参加した英語ネイティブスピーカーの教員 2名による課外プロ

ジェクトで，マレーシア，インドネシア，フィリピン，タイ，日本（本学）の 5大学から，各大

学 5 ペア10名の学生が参加した。「Changemakers in the community」をテーマに，「poverty」

「family & child」「environment」「disability」「gender」「community volunteering」のいずれかの

活動をする各地域のNPOを訪問し，インタビューを実施した。翻訳の工程は含まれておらず，

記事の執筆は英語のみで行われた。成果としてウェブサイト（https://kyotogaidai.org/ygrp/）

と冊子を作成した。本学の国際貢献学共同研究の助成を受けている。

6.2.2　Ukyo Voices 2022

「Ukyo Voices」プロジェクトと同じ内容のプロジェクトを翻訳をテーマとするゼミで行い，15

名の英語を専攻する 3年次生が参加した。「2022右京区まちづくり支援制度」に採択され，助成

を受けたプロジェクトである。参加した学生は右京区内の美術館やNPOなど，10の個人や団体

にインタビューをし，日英のインタビュー記事を作成し，活動の成果をウェブサイトに掲載した

（http://ukyovoices.pya.jp/wordpress/）。ウェブサイト作成にはWordPressを使用し， 3名の学

生が中心になって行った。本プロジェクトでは，通訳翻訳会社インターグループ社の協力により，

機械翻訳セミナーと英文ネイティブチェックサービスを有料で提供していただいた。広報のため

にポスターの制作も行った。助成の申請から事業報告，経理，セミナーの実施，業者とのやり取

り，「右京区まちづくり区民会議（対面）」での発表と交流など，活動のほとんどを学生が行い，

社会活動の模擬経験を目的としたプロジェクトでもあった。

6.2.3　KUFS Interview Project

「Ukyo Voices」プロジェクトを応用して授業内の活動として行ったプロジェクトである。 2－

4年生を対象にした外国語強化科目の選択授業「Japanese-English Translation」で， 2クラス計

43名が参加した。「インスピレーションを与えてくれる先生・学生」をテーマに，各ペアが教員

1名学生 1名にインタビューし，日英のインタビュー記事を書いた。本プロジェクトでは，ペア

の相手が書いた日本語原稿を英語に翻訳させた。これには，実社会では他人が書いた原稿を翻訳

する機会が多いので，それを体験させるという意図があった。

活動の成果の発表には，Googleが提供する簡易ウェブ制作ツール「Googleサイト」を用いた。

このツールは，特に専門知識は必要なく，WordやPowerPointが使えれば，使い方を検索する程

度で使いこなすことができる。授業では，担当教員は使い方を知っていたが，学生に使い方を教

えることはなく，「ペアで協力して使い方を検索して学ぶこと」と指示したのみであった。この

ツールでは，閲覧のアクセス権を制限することができる。この授業内プロジェクトでは，個人情

報や肖像権に配慮し，本学のアカウントを持ち，リンクを配布された人のみ閲覧できるようにし
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た。費用はかかっていない。

このプロジェクトは，学外との連携はないが，大学を 1コミュニティと考えると，学内の授業

外の人々とのエンゲージメントであり，「Ukyo Voicesモデル」を縮小した形とも言える。インタ

ビューを行ったからこそ，普段授業では聞けない話を聞くことができ，それが学習の動機づけに

つながったという感想が多く見られた。

6.3　「Ukyo Voicesモデル」 4事例の比較

「Ukyo Voicesモデル」のもととなった「Ukyo Voices」プロジェクトと，このプロジェクトを

応用した 3つのプロジェクトの比較を表 3に示す。

4つのプロジェクトは，それぞれ異なる特徴があるが，共通しているのは以下の 4点である。

1）学習外国語による記事の作成（執筆または翻訳）

2）プロジェクト外のコミュニティの人々との交流

3）学習成果物（ウェブサイトや冊子）の作成

4）学習成果の公開

どのプロジェクトにおいても， 1）～ 4）のどれもが新しい経験だとコメントする学生が多く，

新規性という特徴もあってか概ね良好な反応を示している。特に 3）のように学習成果を形に残

したり， 4）のように自分の学習成果を人に見られたりすることで，達成感を感じる学生が多い

ようである。小中学校などで学習成果物を教室の壁に掲示するという手法は，学習者の動機づけ

表 3　「Ukyo Voicesモデル」実践体験型PBLプロジェクト比較

Ukyo Voices YGRP Ukyo Voices 2022 KUFS Interview 
Project

形態 課外 課外 授業 授業
連携 産学官 学学 産学官 なし
活動範囲 右京区 5カ国 右京区 学内
取材先 地域住民・団体 地域住民・NPO 地域住民・団体 本学教員・学生
言語 日本語・英語 英語 日本語・英語 日本語・英語

ウェブ制作 WordPress
（学生が作成）

WordPress
（外注）

WordPress
（学生が作成）

Google Site
（学生が作成）

成果の発表* ウェブサイト ウェブサイトと冊子 ウェブサイト ウェブサイト
成果の公開範囲 一般（国内・海外） 一般（国内・海外） 一般（国内・海外） 学内

費用 本学CEC 本学研究費助成 右京区助成 なし

教員 日本人
英語ネイティブ

英語ネイティブ 日本人 日本人

ネイティブ
チェック

ネイティブ教員 ネイティブ教員
外注

外注 なし

*ウェブサイトURL:
Ukyo Voices: https://kyotogaidai.org/ukyoxkufs/
YGRP: https://kyotogaidai.org/ygrp/
Ukyo Voices 2022：http://ukyovoices.pya.jp/wordpress/
KUFS Interview Project：非公開
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を高めるために古くから行われている手法であるが，決まった教室がない大学生の場合でも，

ICTを活用すれば，ウェブサイトやSNSなどのバーチャル空間にて掲示することが可能である。

ただし，URLの提供だけで容易に発信できるため，公開範囲が広くなり，著作権や肖像権など，

配慮しなければならない点も多いことは忘れてはならない。

このほか，表 3の「ネイティブチェック」についても触れておきたい。学生の成果物を一般公

開する場合，特に第三者（本プロジェクトでは地域の人々）の代弁者として情報を発信する場合，

ネイティブチェックは必須である。ここで，翻訳業界の実態について説明しておくと，翻訳者は

自分の母語に翻訳する，つまり日本人の翻訳者であれば外国語から日本語に翻訳することが多い

が，日本語から外国語に翻訳する場合もあり，需要も増えている。この場合，翻訳の目的にもよ

るが，大抵の場合翻訳の仕上げとして，外国語のネイティブチェックが発生する。外国語能力の

高いプロの翻訳者でもネイティブチェックを必要とするのだから，学内限定公開を除いて，学生

の成果物にネイティブチェックが必要であるのは当然である。

チェックの作業は，教員にとって時間も手間もかかり負担が大きいため，このようなプロジェ

クトは実施しにくいのが実情であろう。実際，「Ukyo Voices」プロジェクトでも，ネイティブ教

員のチェックに加え，日本人教員の日英照合のためのチェックもあり，大きく負担がかかった。

表 3の 4つのプロジェクトのうち 2つのプロジェクトは予算があったため，プロのネイティブ

チェッカーに外注することができたが，「外国語大学で，英語の先生やネイティブスピーカーが

いるのになぜ外注する必要があるのか」という意見もあり，一般社会からの理解を得ることの難

しさを実感した。翻訳やプルーフリーディングという作業は，実社会では有償のプロの仕事であ

り，外国語大学として，言語にまつわる理解を広める役割があるとも感じられた。

7．まとめ

本稿で実践報告した「Ukyo Voices」プロジェクトは，外国語大学で行う実践体験型PBLある

いは産学官連携として，どのようなプロジェクトができるのか手探りの中，実験的に行われた取

り組みであった。言語活動として翻訳という形での外国語のアウトプットに加え，地域貢献や社

会活動の疑似体験の機会を提供し，参加学生には多くの学びがあったと言える。教員の負担や予

算などを考えると実践は容易とは言えないが，「Ukyo Voicesモデル」を構築し提案をしたことで，

様々な形に応用できることが示唆できたと思われる。

また，機械翻訳を用いたことで，外国語教育の新しいアプローチの提案にもなったのではない

だろうか。最近，機械翻訳に加えChatGPTなどの対話型AIツールが大きく話題になっているが，

今後はAIツール相手のコミュニケーション能力の必要性もますます問われていくと考えられて

いる。

なお，本プロジェクトは，地域貢献の一環として行われたプロジェクトではあるが，結果の検

証は参加学生の意識調査に基づく教育的効果についての分析にとどまり，地域課題の解決といっ
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た本来のPBLの在り方にまで踏み込んだ結果は導けなかった。今回の実験的な取り組みをもとに，

産学官間で計画の段階から連携し協働することで，様々な角度からの効果を検証することを今後

の課題としたい。

本プロジェクトのような実社会を見据えた実践的な取り組みが，外国語教育の中で存在感を増

していくのは間違いないであろう。今後，様々な取り組みが行われ事例を積み重ねていくことで，

より多くの再現性や応用性の高いプロジェクトモデルが開発されていくことに期待したい。
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注

 1 ） 「プリエディット」と「ポストエディット」は，機械翻訳を使用する時に人間が行う作業を表す
用語である。「プリエディット」とは，機械翻訳の出力前に原文を修正・編集する作業で，「ポス
トエディット」とは，機械翻訳の出力後に訳文を修正・編集する作業である。

 2 ） 原稿作成プロセス（図 1の詳細）
学生（ 2名） インタビュー
↓
学生（ 1名） 日本語原稿執筆
↓
日本人教員 日本語原稿のチェック
↓
学生 日本語原稿の修正
↓
インタビュー対象者 日本語原稿のチェック
↓
学生 日本語原稿の修正
↓
学生 日本語原稿のプリエディット
↓
学生 機械翻訳（Mirai Translator）
↓
学生 英語原稿のポストエディット
↓
英語ネイティブ教員 英語原稿のネイティブチェック
↓

52

ラムスデン多夏子「外国語大学における産学官連携の試み」　Ignis , Vol. 3, 2023, pp. 37–54.



日本人教員 英語原稿のチェック（日本語と照合）
↓
学生 英語原稿の修正

 3 ） CEFRは，コミュニケーション活動を以下の 4つに分類している（Council of Europe, 2001）。
・受容（reception）：聞く，読む
・産出（production）：話す，書く
・やり取り（interaction）
・仲介（mediation）
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